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Ｉ緒ロ

伊豆諸島におけるテングサ漁業は，各島によって多少の相違はあるか，漁家経済のうえで重

要な位置を占めている。

ここ数年のテングサ水揚量は，図１に示すように昭和４１年の約1,008ｔをピークに減少傾

向にあり，図２に示すように漁業総水場金額に占めるテンクサ水場金額比率は，年ごとに低

下傾向を示している。
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伊豆諸島におけるテングサ水揚量（干

燥）および水湯金額

（註）東京都漁連資料に基づき作成

図１ 伊豆諸島における漁業総水揚高に占める

テングサ水揚高比率（％）

（註）「東京都の水産」に基づき作成
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従来テンクサ水揚量を左右する最大の要因は，海況等に支配されるテングサ資源量である

とされ､伊豆諸島におけるこれらの関係については,すでに東京都水産試験蕩沖）高鮒）

西村佃)，関東農政局三宅統計調査出張所)等の報告がある。

しかしながら最近のテンクブナ採取状況等を検討すると，資源量よりもむしろ漁業者自身のﾃﾝ'9ﾅ採取意

欲や労働力に左右されるところが大きいようである。そこで，海況あるいは資源量とは別の観

点すなわち，テングサの価格形成，採取労働力，漁業転換状況等漁家経済要因の面から検討

ｂ

伊豆諸島におけるテンクサ漁業の最近の動向※

※昭和４６年９月，第９回寒天および原藻研究協議会において－部概要を発表。
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を加えてみた。

結果としては，一般的推測のとおり，外国原藻の輸入にはじまる原藻価格低迷とテンクサ採

取ならびに－次加工労働力の減少か相乗作用して，水揚量の減少に結びついたことが明らかに

されたがさらにこの対策を考えるための資料を提供する意味で，この報告書を作成した。

本報告をまとめるに当って，資料の提供をいただいた大島泉津漁業協同組合，同組合の前職

員森口幹彦氏神津島漁業協同組合，同職員桜井実氏関東農政局大島統計情報出張所の吉

本篤雄氏，大島支庁行政係長白井進氏，水産係長小西尚男氏，および井沢節郎氏に感謝す

る。
０

Ⅱ伊豆諸島におけるテングサ漁業の実態

伊豆諸島は全国的にもテングサの－大生産地であるか前述したように，島によってある

いは各組合によってその生産と依存度に差がある。テンクサ漁業を他の漁業とのウェイト配分

から大まかに分類すると

（１）テンクサ漁業の依存度か高く，テンクサ水場金額が漁業総水場金額の５０％以上を占め

ているところ

（２）漁船漁業とテングサ漁業両者に依存しているところ

（３）漁船漁業のウエイトが大きく，テンクサ水錫金額が全体の１０％前後かそれ以下のとこ

ろ

と３つのタイプに分けることができるが，(1)のタイプに入る大島泉津漁業協同組合と，(2)のタ

イプに入る神津島漁業協同組合をモデルに過去の資料から最近のテンクサ漁業の実態を調査し，

さらにテングサをとり貧〈一般経済事情とも関連づけ若干の検討を加えた。

８

卜

1．テンクサ漁業への依存度か高い漁業協同組合の場合（大島泉津漁業協同組合）

大島泉津漁業協同組合（以下泉津漁協という）におけるテンクサ漁業は，水深約１０ｍ以
●■●●

浅を漁場とする素もく゛bによる一般海士と１０ｍ以深を漁場とする組合直営の潜水船によっ

て操業されている。両者のテングサの水湯割合は過去１５年間（昭和３３年～４７年）の平均

で，一般海士が３８．６％，潜水船が６１．４％とまっている。

採取さ＃るテンクサは，マクサが主体をなしており，ヒラクサも潜水船のみによって採取

されているか，その比率は重量で平均（昭和３３年～４７年）約３０％，金額で２０％以下と

低い。したがって，ここでは両者を区別せずにテンクサ漁業としてまとめて検討した。
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l）漁業総水場金額に占めるテン

クサ水場金額

図３Ｋ示すとおり，１５年間

（昭和３３年～４７年）の水湯金

額比率の推移は，昭和３４，３５，

３６年と漁業水場総額の８５％

強を占めていたものが，３８年

７７４％，４０年６８５％’４２

年５７．７％，４４年５５％とその

比率は漸次低下し，４６年には

５０％を割り，テンクサ価格の

上昇した４７年にやや増加して，

再び５０％に至っている。

水場金額では，図４Ｋ示すよ

うに昭和３５年に約１．６００万円

であったものか，３９年に

１１，１００万円をでに低下し，４１

年約３２００万に上昇したものの

（これは，若干採取量の増加も

見られたが貿易商社の貢付が相

場を刺激し，かつてない高値が

つけられた一時的なものである）

４３年には１，３００万，さらに

４６年には８２０万円の水場とな

り，４７年に至ってＬ000万円

をこしたとはいうものの物価上

昇率を勘案すれば，極めて利益

率の低い漁業に転落していった

ことがうかがえる。

一方テングサ漁業以外の漁業

(秘）
１

‘

｡

㈲

図３大島泉津漁協における主要魚種とテングサの

水場金額の推移（比率％）

（註）泉津漁協資料および東京都漁連資料に基

づき作成。その他の魚種は1.0％以下

（口

』

ロ

図４大島泉津漁協におけるテンクサ水場且(千)と水

湯金額

（註）関東農政局大島統計情報出張所資料およ

び東京都漁連の資料に基づき作成
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を種類別に魚類，イセエピ，貝類に大別し，それぞれの水場傾向を見ると，比率や金額こ

そ魚類やテングサ漁業より低いが，近年，貝類（採貝漁業）やイセエピ漁業の占める比重

が高まりつつあることがわかる。

2）テンクサ採取状況

（１）稼働状況

昭和３３年～４７年の１５年間について，一般海士および潜水船の漁期間中（年間）の

延稼働者数，隻数の推移を昭和３９年を基準年として指数によって図５に示した。

（７）一般海士の稼働状況

過去１５年間についてみると，昭和３６の廷４，０９２名をピークに３８年２，３２０名，

４０年１，５６３名と減少し，４２年には，前述した高相場が影響してか１，７０６名と若

干増加が見られたものの，４４年には７３２名，さらに４７年にはテンクサ価格が上昇

したにもかかわらず〉僅か３４７名となり，基準年の３９年当時の1／４以下，最高稼

働年の３６年に比べると1／１０以下に減少している。

、

‘

=＜）

、

｡［）

図５大島泉津漁協における海士および潜水船図６年間就業者数と１人当り平均稼働日数

の年間延稼働者数，襲数（昭和３９年＝（註）関東農政局大島統計情報出張所資

１００）科に基づき作成

（註）関東農政局大島統計情報出張所資料昭和３９年以前および４０年は資料

に基づき作成不明

との減少理由については，稼働日数の減少も考えられるが，最近９年間のテンクサ

漁業就業者数と１人平均稼働日数をみると，図６に示したようにたり，３９年以前は

不明であるが，少くとも３９年以降についてはテングサ漁業就業者数の減少による

ためといえる。これは，テンクサの価格や種々の条件によって，テンクサを採取した

〃
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Dしなかったりするような二種兼業的漁業者が減り，テンクサ専問漁業者（海士）だけ

に固定化されてきたと見ることができる。

（Ｏ潜水船の稼働状況

潜水船の延稼働状況は，一般海士のそれよりも大きな変化はないが，昭和３９年

２０１隻，４１年１７２隻，４３年１４０隻，４５年１２２隻と漸次低下し，４６年には従

来２隻であったものが1隻の操業となって延５８隻４７年は６４隻となった。

この潜水船は，前述したように組合の直営船であるため，テングサの採取作業が

ある程度ノルマ化されていると考えてもよく、テングサ採取意欲に影響する種々の要

因に対して，一般海士よりも影響を受けがたいためと考えられる。

(2)単位水揚量および金額

一般海士および潜水船による総水揚量を，廷稼働者（隻）数で除して，１人（蔓）１

日当りの平均水揚量を算出し，さらに，この平均水揚量に，大島泉津漁協が共同出荷販

売したテンクサ類の平均価格※を乗じて単位当り平均水場金額（粗収入）の経年変動を

見た。なお水揚量は金額との関係で干燥品に換算して示した瀞

句一般海士

水揚量（干燥品）については，昭和３７年の約４．５ｋｇを最低に以後３９年約７．９

ｋｇ，４１年約９．９ｋｇ，４３年約２６．３ｋｇと増加傾向を示し，４４，４５年にやや減少し

たが，４６，４７年はまた上昇し，１人当り約３０ｋｇの水場があり，図５に示した一般海

士の廷稼働者数の減少と，ほぼ負の関係かみられる。すなわち，プングサ採取廷稼働者

が減少するにつれ，１人１日当りのテンクサ水揚量は増加している。

㈹潜水船

潜水船による１日当り平均水揚云は，一般海士のような増加傾向は見られず，昭和

４１，４２４７年と２００ｋｇをオーバーしているが，おおよそ１００～２００ｋｇ(生で約

３７０～７４０ｋｇ）の水場を維持している。

これは，前にも述べたように，潜水船が組合直営船であるためと考えられる。

④

▽

Ｑ

※東京都漁業協同組合連合会「寒天原藻生産販売実績（島しょ別）」による。マクサ，オニク

サ，ヒラクサ，ドラク沈寄草等の平均価格。

※※生草に換算しなおす場合は，３．７倍すゐと概数がでる。
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図７一般海士のテングサ単位水揚量および図８潜水船単位水揚量および金額

金額（註）関東農政局大島統計情報出張所資料に

（註）関東農政局大島統計情報出張所資基づき作成，金額は東京都漁連資料よ
料に基づき作成，金額は東京都漁り平均単価を用いた

連資料より平均単価を用いた

3）テンクサ海士の採貝憶業への転換傾向

(1)貝類水揚高

ｔ

〃

ｗｑＦ４３ｑ＄87(典⑨

図１０採貝漁業の年間廷稼働者の変動（昭和

３９年＝１００）

（註）泉津漁協漁獲高報告に基づき作成

４５年１月，２月水揚げはなされて
いるが稼働者数不明

図９大島泉津漁協における貝類年間水揚高

（註）泉津漁協漁獲高報告に基づき作成
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大島泉津漁協における最近の貝類※水揚高は，図９に示すエうに昭和３９年当時，約

0.7ｔであったものか，４５年には１０ｔを越え,￣４６，４７年とやや低下しているもののそ

の水揚高は箸るし〈上昇している。これは，近年の観光ブームがその需要を高めたことも

大きな要因といえる。
●●●●

なお，貝類のほとんどか一般海士の素も〈・りによって水揚げされているものである。
●●●●

(2)一般海士（素もく゛1,）による採貝漁業状況

採貝漁業に従事する一般海士のほとんどは，テンクサも採取する漁業者であるが，ここ

数年の採貝漁業の延稼働者数をみると，箸るしい増加傾向を示している。図１０に示した

ように，昭和３９年に廷２０名の稼働者数であったものか，その後，急激な増加を示し，

最高稼働年の４５年には，基準年の２３倍以上，４７年には若干低下しているか，約１７

倍以上の増加をみておｂ，テンクサ漁業からの転換を裏付けている。

、

また，泉津漁協か一般海士よりj員入れる貝類

の年別平均単価（浜値）によって，１人１日当

り平均漁獲金額を算出すると，図１１に示すと

おり大きな増加を示している。これは，貝類価

格の上昇（別項で述べる）が，一般海士の漁獲

意欲を刺激し，その結果１人当り漁獲量が増加

したことによろう。

テングサ漁業から採貝漁業への転換理由は，

とりもなおさずこの１人当り所得の多少が最大

の要素となっているわけご図１１に示した漁獲金額

は，前述したテングサの金額（図７）と比較して,大

幅に有利なものといえる。すなわち，テンクサ

の場合の計算では，１人１日平均水場金額とい

●

｡

の場合の計算では，１人１日平均水場金額とい”４１４３“４７６【ｐ

っても，そこに晒しや干燥等出荷までの手間か 図１１単位当り貝類平均漁獲金

額
全く省かれており，貝類については採取後その

（註）泉津漁協漁獲高報告

ま責商品価値を生ずるという有利さがあるから に基づき作成

※泉津漁協で水揚げされる貝類は，アワビ（クロ・メガイルサザエ，フクトコプンで，最近

ではパテイラ，クポガイ（通称メッカリ）も採取されている。
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である。

2．漁船漁業およびテングサ漁業両者

に依存する漁業協同組合の場合

（神津島漁業協同組合）

神津島漁業協同組合（以下神津島

漁協とする）におけるテングサ漁業
●●●●

は一般海士による素も〈．bとマンガ

漁法（図１２）によって操業されて

おり，前者は，大島泉津漁協同様水

深約１０ｍ以浅のテンクサ（主にマ

クサ，以下テングサとする）を対象

とし後者はｊＯｍ以深のヒラクサを

対象としている。とくにヒラクサに

ついては伊豆諸島中，三宅島と並ん

で－大生産地と左っておｂ，近年に

至る注でその水揚げは，量および金

額的にも一般海士によって水揚げさ

れるテングサをしのぐものがあり，

漁業水場総額中にも大きなウエイト

〃

、

。

IＬＣ

図１２マンガ漁法（東京府漁具図集より）

上記の漁具を船より投入し，潮流によっ

て３０～４０分曳航し，竹の歯にからまる

ヒラクサを採取する

魚業水場総額中にも大きなウエイトを占めていた。したがって，ここでは，テングサ漁業と

ヒラクサ漁業と別々に取扱うことにした。

1）漁業総水湯金額に占めるテングサ，ヒラクサの水場金額

表１に昭和３０年～４７年（１８年間）蚕での，神津島漁協における主要な４つの漁業）

の水湯金額と比率を示した。

テンクサ漁業は昭和３０年には，２９．４％とヒラクサ漁業に次ぐ収入源としてランクさ

れていたか，年点低下をたどり，４１年に再び１６．２％と上昇してから，４５年童で１２～

１３％を保ち，若干持ちなおしていたが，４７年には，前年度より上昇しているものの，

１０．４％と丘Fの比率は低い。

ヒラクサ漁業についてみると，昭和３０～３２年当時に，水場総額の約４０％前後という

高率を示していたが，昭和３５年には，２２．９％，４０年には，１４．８％と低下の一途をた
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表１神津島漁協における主要漁業水場金額

上段金額（千円）下段比率㈹

二二雪雲］ 計合．

７８，１６０

(69.2）

４４，９０２

(39.8）

１１２，８７２

(１００．０）

９６，４１９

(１０００）

１２６，７０２

（ｌＣ0.0）

１４９，０８５

(100.0）

１５２，００４

(100.0）

１４２，８３８

(１０００）

２２３，０６１

(１００．０）

２１７，０５５

(100.0）

２０７，７２５

(100.0）

１９０，３１８

(100.0）

２４７，８１５

(100.0）

２６５，４７７

(１００．０）

２３７，９７７

(100.0）

3０

３２

３４

３６▽

３８

４０

４１

４２

４３

４４

４５

、

４６

４７⑨

(註）１．神津島漁･協の資料に基づき作成

２．その他の漁業にはトビ流刺網

突棒が含まれる

３．テングサ，ヒラクサは干燥品

トビ流旋網，タカベ刺網，エビ刺網，イカ釣，

どり，４６年には，0.5％蚕で低下したが，４７年にはテングサ価格の上昇が影響してか１

１．８％とまって，水揚量も若干の増加をみている
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昭和４１年(/ｉＥは一時的に金額で約7,000万円と最高の水揚高を示し，比率でも３１％と

急増しているか，これについては，前項でも述べた上うにかつてない特異相場が影熱し

たものである。また，この高相場に刺激されて，若干の水揚量の増加もみられている。

このように，神津島漁協における，採藻漁業は生産額こそ多いが，地域漁業全体に占め

る比率は，大島泉津漁協同様低下傾向を示している。一方採藻漁業以外の漁業について

みると，建切網漁業の発展に目ざ雀しいものかあり（表１），その水揚高は，昭和３０年

当時，１，２００万円であったものか，３８年に６，０００万円となり，４２年には１億円を突

破するに至っている。また，漁業水湯総額に占める比率も，３０年の僅か１０％前後から

５０％前後に式で上昇し，従来の採藻漁業にかわって重要な収入源となっており，漁船漁

業への依存度か高まりつつあることがうかがえる。

2）テンクサ，ヒラクサ漁業および建切､網漁

業等従事者数表２テンクサ，ヒラクサ漁業及び
建切網漁業の年間従事者数(人）

前段で述べた，テンクサおよびヒラクサ

。

網
業
０
０
０
０
６
６
２
２
１
５
５
５

２
２
２
３
３
３
４
４
５
５
５
５

切
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１

建
漁

ＴＦＩ
生産額と比率の低下現象は大島泉津漁協と

同様に神津島漁協においても端的に採

藻漁業従事者数の減少傾向となって表われ

ている（表２）。すなわちテングサ漁業

従事者は，昭和３６年に４００名であっ

たものか，４７年には２００名に減少して

いる。またヒラクツ漁業従事者の場合l土さら

に箸るし〈，３６年の１５０名が４０年に

は１００名になり，ヒラクサ価格の高騰し

た４１年には３６年当時の１５０名に増加

したものの，４２年からまた減少しはじぬ４６

１Fには輝､１０名４７年には１５名となっている。

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０
５
０
０

４
４
４
４
３
４
４
３
３
２
２
２

ザ

ｴFVいよI里ﾉﾘｺｭUS1司祭ｲｴFVLrJJoｼ亡xこ/みつLいつ｡ （「注）神津島漁協の資料に基づき作成

４７年の増員は，４１年と同様にヒラクサの

値上りがその要因であるか，かつてのような従事者数ではなくなっている。このように両

者とも減少傾向を示しているが，一方，発展の箸るしい建切網漁業の従事者数の変動をみ

ると，昭和３６年の１２０名から３９年に１３０名，４２年１４２名と年と増加し，４５年以降

１５５名と安定している。さらに，イセエピ刺網漁業においても，需要増や蓄養池の活
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用による価格の上昇安定もあって，３６年の７０名から，４０年１００名，４３年１２０名，

４７年２００名と増加傾向にある。

大島泉津漁協においては，テンクサ漁業から採貝漁業へ,－部漁業者の流出かみられ

たが，神津島漁協においてもこの建切網漁業およびエビ漁業の従事者の増加傾向は，採

藻漁業からの労働力流出を裏付けている。

、テングサおよびヒラクサの生産意欲の低下に関する２，３の検討

前段で，大島泉津漁協および神津島漁協におけるテンクサ，ヒラクサ漁業について述べたか，

その中で，一般海士およびヒラクサ採取漁業者のテングサ等生産意欲の低下要因と考えられる

いくつかの実態かみられる。
５１

1．原藻価格の推移

表３原藻平均価格（円／ｋｇ）

烏
合
４
１
０
５
５
７
Ｄ
３
６
Ｄ
７
７
２
ｂ
２

背
９
５
６
７
４
４
１
６
９
０
８
８
４
４
７

－錘
７
８
２
６
５
９
０
０
３
２
０
９
３
２
２

１
２
４
３
４
３
３
３
６
４
４
３
４
４
６

伊
総泉津漁協 神津島漁協

瓦ＤＪ■
舜
一
鍬
弘
窕
飛
師
鋼
羽
汕
型
哩
姐
独
輯
伍
奴

lllllf
47a813…

霧憶！

総合 テンクサ ヒラクサ

３９０．８

５９３．６

７２２．６

７０２．２

７４５．５

８４７．７

５５８．９

６１９．９

１，０６０．４

８６４．９

７４９．６

６９６．１

７６５．７

７４７．５

１，１８３．８

５
６
２
０
０
４
３
１
６
６
９
８
９
３
９

●
の
●
●
●
▽
⑤
●
●
▽
●
●
●
●
●

３
３
９
９
２
１
１
１
５
４
０
７
０
９
３

８
５
８
５
９
４
４
５
２
６
３
９
８
６
７

１
１
１
１
１
１
１
３
１
１

１

｡

(註）東京都漁連資料による。

総合価格はマクサ，ヒラクサ，オニクサ，寄草等その他全原藻価格の平均
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東京都漁業協同組合連合会「寒天原藻の生産販売実績」より，泉津および神津島漁協のテ

ングサ，ヒブクサの１ｋｇ当り平均上・下限価格を，昭和３３年～４７年蚕でについてみると，

テングサ（マクサ）では，泉津漁協か，２９６１円二７３７．９円（１５年間平均５０４１円），神

津島漁協が３９０．８円～１，１８３８円（１５年間平均７４９．９円），神津島のヒラクサでは

６９．３円～３２５，６円（１５年間平均１５０．３円）となっている。

この価格を５ケ年移動平均によって，推移を図１３から見ると，多少の上下はあるが大き

な麺tIまみらｵrゴミ過去１５年間の原藻価格は，むしろほぼ檎笈い状態であったとみてよいであろう。

昭和４１年の高値は前段でも述べたが，異例左現象であり，一時的な価格であったことか

わかり４７年の高騰については，従来，供給が需要を大巾に上廻っていた原藻も，生産調

整や新規需要の開発等により，過去の余剰在庫を完全に消化し，供給不足気味となったため

であり,さらに原藻需要を大幅に国内原藻に求めたためであるとされているＪ）
神＊1ﾄﾃ曇ﾉﾖﾌﾞｰ

。

(か

１

●

型。５””ｑＵ⑪４５４フ図）
GI）

６

図１３価格の変動傾向（３３～４７年，５ケ年

間移動平均）

（註）神津島漁協におけるテンクサ価格が，

泉津漁協のテングサのそれより，いず

れの年も上廻っているのは，寒天原藻

としての，汐赤，晒等の処理差か主な

原因である（図１４参照）

図１４晒製品として販売されたテンクサ（マク

サ）の比率
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しかしながらこの昭和４１年および４７年にみられた高値が，採藻漁業従事者数（延稼働

者数）と水揚量の増加をうながし，とくに昭和４１．年の神津島漁協においては前年度（昭和

４０年）に対し，従事者数がテンクサ漁業で３３．３％，ヒラクサ漁業で５０％の増（表２），

水揚量では，テングサが１１０％，ヒラクサが４４．３％の増加となって表われており，原藻

価格が，テングサおよびヒラクサ生産意欲を左右する大きな要素となっていることかわかる。

この関係は，図１５に示したように，ヒラクサにおいて特に顕著に表われている。ところ力ｉ

この価格の変動と，最近の水揚量との関係を，昭和３３年と対比してみた場合には，表４に

見られるように，昭和３３年当時に比べ，いずれも価格は大きく上昇しているものの,『その

水揚量はいずれの年も減少となっている。

これについては，最近の高度経済成長が諸物価の値上り等にみられるように，貨幣価値を

大きくかえさせたことによるものと考えられ，言いかえれば，最近の採藻漁業は，少くとも

昭和３３年当時のような，いわゆる採算の合う漁業ではなくなってきたことの表われとみるこ

とかできよう。 表４神津島漁協における最近の価格と水揚量

（対３３年度比）

｡

(註）（）内は指数

図１５ヒラクサの価格と水揚量の関係

（ﾈ緯島ｌ綱昭和４０年－１００）
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2．原藻価格と諸物価

１）原藻価格と消費者物価および卸売物価

総理府統計局の調査資秤）によって，東京都区部の消費者価格（総合および生鮮魚介類）

の推移を，昭和３９年を基準年としてみると，毎年確実に上昇している。特に，昭和４１

年以降の生鮮魚介類については，毎年約２０％前後の高い上昇率を示し，昭和４５年には

基準年の２倍以上に上昇している。また，東京都中央卸売市場年報（昭和４４年度）によ

る生鮮魚介類の卸売価格も同様上昇傾向にある。

原藻価格についてはさきにも述べたか，昭和'11年の異例現象を除けば，昭和３５年

頃よりおおよそ横ばい傾向といえる。また,昭和４５年の原藻価格を昭和９３年当時と比較すると

５１６％の上昇率となるか，生鮮魚介類等の価格の上昇率と比べ万以下で極めて低い伸

び率といえる。

「

６

Hij駿鶏ii磯､嘗合iii緒

卸危物ｲ切指郡

鰯 ﾜｲZ1箇岳 ？

』■

‘

；Ｈ１;jZlIW簿

０

御

図１６原藻価格指数と，消費者物価，卸売物Iilli指数との比較（昭和３９年＝１００）

－１４－



2）原藻価格と貝類浜値（大島泉津漁協）

泉津漁協が，一般海士等より買いあ

げる貝類（アワビ，サザエ，フクトコ

プシ）平均価格（浜値）の動向を指数

でみると，昭和３９年を基準として，

アワビが最も上昇率が高く昭和４７

年にはそれぞれ，アワビ（クロ・メガ

イ）１８５．７％,フクトコプシ166.6％，

サザエ８８．９％となっている。三者の

平均価格でも１５７．２％の上昇率となる。

さらに昭和３３年と比較すると，

４００％以上の上昇率となり，泉津漁協

における原藻販売価格（図１６）に比

べいかに大きな値上りを示している

かがわかる。

また,この貝類平均価絡と同漁協におけ

るテングサ（マクサ）平均価格とを，単

純に（単位時間当りの水揚量および金

＜プ

▽

(\）

図１７泉津漁協における貝類生産者価格指

数の推移（昭和３９年＝１００）

（註）泉津漁協資料に基づき作成

Ｚ

Ｐ

１

三を’三一〃
■

０

麺郵３５３６３７“”４◎４０壷““４５“４７“

図１８貝類価格とテングサ（マクサ）価格との変動比（大島泉津漁協）’

（註）テングサ平均価格を１として貝類平均価格を除した。斜線の部分はテング

サ平均価格か貝類平均価格を上廻っ允年である
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額等を別にして）比較してみると，図１８に示すように昭和４２年以降貝類価格がテンク

サ価格を上廻って現在に至っている。昭和４７年には，テンクサ価格の急上昇によりそ

の差は小さくなっているとはいうものの，依然として価格の上昇箸しぃ貝類には追いつ

いていないのが現状である。

貝類価格かこのように上昇した大きな理由は，観光ブームによって観光客か年々増加

し，土産品や，民宿，旅館等の需要が高まったためであろう。このことは，前項で（Ⅱ－

３))述べたように，テングサ漁業から採貝漁業への転換傾向をみても容易にうなずける。

以上，２，３について述べたが，この他にもいろいろな要素，例えば，（1陸上作業賃金

の大幅な上昇，(2)高賃金で効率のよい陸上産業（土木建設等）の蓬択範囲の拡大，(3)近

年の著しい観光ブームによる観光産業（民宿，遊船等）需要の増大，(4)漁業者の減少およ

び老令化等，一般経済事情が複雑にからみ合って，採藻漁業，特に，ここ４，５年のテン

グサ等生産意欲に微妙な影響を及ぼしているものと考えられる。

蚕た，伊豆諸島に押し寄せる多数の観光客や民宿の発展は，テンクサ漁最盛期に海岸や

砂浜，あるいは漁家の庭先を占領し，テンクサ千場に大きな制約を加えていることも見逃

せない現象であろう。

６

Ⅳテングサ漁業に関連する伊豆諸島漁業の今後の方向（予測）

大島泉津漁協および神津島漁協に見られたような，近年のテンクサ漁業の傾向は，この２漁

協のみの現象ではなく，テンクサ漁業に依存度の高い三宅島において`）も見られ，伊豆諸島共

通の問題といえる。また,伊壼者島と並んでテングサ主要生産地である伊豆半島においても，同様な

９）no）
傾向にあるという報告が静岡水試よりなされている。

このようなテンクサ漁業の実態と，一般経済事情および原藻価格の現状等から考えて，今後

の伊豆諸島におけるテングサ漁業の転換について以下に述べる３つの予測を行なった。

P

の

1．採貝漁業（栽培漁業）ヘの移行……漁獲対象物の転換

貝類の種苗生産技術のほぼ確立された現在，百万単位の種苗大量生産も，決して遠いもの

ではなく，また，組合経営による種苗育成施設の充実と相まって，アワビ，サザエ，フクト

コプシ等の種苗生産，放流，育成収穫というシステムによる栽培漁業として，採貝漁業が

合理的に発展するものと予測され，テンクサ資源をむしろ貝類育成用の餌料として，活用す

ることが考えられる。
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2．漁船漁業への転換

神津島漁協に見られるように今後ますます建切網や寄網等を含めた漁船漁業へと転換

が行われ，テンクサ（マクサ）漁場は貝類漁場として，富た，ヒラクサ漁場は稚エビ等の保

護区として利用が考えられる。

3．テンクサ漁業の合理化

従来の流動的テンクサ採取者が，サービス業等に吸収陶汰され，採取者の専業化固定化

がされつつある。これに合せてテンクサの採取，晒干嬢荷作り等の一連の機械化により

生産コストを下げる。いわゆる技術的経営合理化によるテングサ漁業の安定方策が考えられ

る。

Ｌおよび２．については，一応形の上でテンクサ漁業の衰退か予測されるか，テンクサとい

う－大天然資源に恵まれ，かつ原藻需要そのものが低下していない現在，産業職種の少い，

収入源のとぼしい島しょ地域にあっては，テンクサは島しょ漁業より切り離しては考えられ

ない。したがって今後は1.と競合のない形で，３．に述べたような漁業形態としても発展させ

るべく検討がなされなければならない。

Ｖ要約

伊豆諸島におけるテングサ漁業の最近の動向について，テンクサ漁業に依存度の高い大島泉

津漁業協同組合，テンクサ漁業と漁船漁業の両者に依存する神津島漁業協同組合をモデルとし

て選び，操業実態，水揚等について検討を加えテングサ漁業不振の原因を明らかにし，今後の

対策のための資料とした。

l伊豆諸島におけるテングサ漁業の実態

１）漁業総水湯金額に占める，テンクサ，ヒラクサ水場金額（比率）は，テンクサ漁業に依

存度の高い泉津漁協では，昭和３４年～３６年に８５％強を占めてたが，昭和４５年には

５０％を割り，テングサ漁業と漁船漁業両者に依存する神津島漁協においても，昭和３０年～

３４年当時テンクサ，ヒラクサ合せて６Ｕ％以上の比率かあったものか，昭和４６，４７年に

は，’0％前後にまで低下している。水揚亘についても，両漁協とも低下傾向にある。

２）稼働状況は，泉津漁協で一般海士(素戦-6）および組合直営の潜水船とも，その延稼

働者（髪）数は低下し，特に，一般海士は，昭和３６年の延4,092名をピークに，４７年

□
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には1／10以下の３４７名と著しく低下している。神津島漁協においても同様低下傾向を示

し，特に，ヒラクサ漁業では，昭和３６年の１５０名が４７年には僅か１５名となっている。

３）これらの稼働状況の傾向から，最近のテンクサ採取者は，原藻価格や種々の条件によっ

て採取したりしなかったりするような，二種兼業漁業者が減り，テングサ専門漁業者だけ

に固定化されてきたとみることができる。

４）泉津漁協における，一般海士の単位当り水揚量（金額）は，年々上昇傾向にあり，昭和

４７年には，平均１人当り約３０ｋｇ（干燥）となっており，延稼働者数の減少とほぼ負の

関係がみられる。雀た，潜水船はおおよそ１００～２００ｋｇ（干燥）の水場を維持している。

5）テンクサ漁業以外の漁業をみると，泉津漁協では，採貝漁業，神津島漁協では，建切網

漁業（漁船漁業）の水揚量および金額とも上昇し，その比重か高まりつつある。

6）泉津漁協においては採貝漁業に従事する一般海士は，テンクサも採取する漁業者である

が，その稼働者数は，昭和３９年に延２０名であったものか，４５年には２３倍以上の増加

をみせており，テンクサ漁業からの転換を裏付けている。単位当り水場金額も，貝類価格

の上昇によって年々上昇し，昭和４７年には，１人１日当り平均１９，８００円となり，採貝

漁業はテンクサ漁業に比べ採取後その戎蚕商品価値か生じることから，大幅に有利なも

のとなってきた。

7）神津島漁協においては，テンクサ，ヒラクサ漁業から漁船漁業，特に建切網およびイセ

エピ漁業へ転換が行まわれている。

６

2．テングサ，ヒラクサの生産意欲に関する２，３の検討

１）過去１５年間（昭和３３年～４７年）の原藻価格の推移は，５ケ年間の移動平均値によっ

て見ると，ほぼ横ばい状態であった。

２）昭和４１年，４７年(乙原藻価格の上昇は，採藻漁業従事者（延稼働者数）の増加および水

揚量の鋤l｝特に４１年のﾈ轤島漁協においては，前年度に対し従事者数が，３３．３％

（テングサ漁業）～５０％（ヒラクサ漁業）の増，水揚且では１１０％（テンクサ）～４４．３

％（ヒラクサ）の増加となって表われている。

３）昭和４４年以降の価格と水揚量を，昭和３３年当時のそれと対比して見ると，価格は，

テンクサが約２～３倍，ヒラクサが１～２倍に上昇しているにもかかわらず，水揚量は，

両者共いずれの年も減少している。これは，テンクサの価格が，最近の高度経済成長下の

諸物価値上りに見合うことができず，テンクサ漁業がかつてのように，魅力ある漁業でた

◆
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〈なってきたとみることができる。

4）原藻価格と，東京都区部における消費者物価（生鮮魚介類および総合）と卸売物価（生

鮮魚介類）について，昭和３９年を基準年としてその推移を見ると，原藻価格は生鮮魚介

類等の価格の上昇率に比べ％以下（昭和３３年～４５年）で極めて低い伸び率である。

5）且類（アワビ，サザエ，フクトコプン）価格の上昇は箸るし〈，泉津漁協の浜値（貝類

平均単価）は，昭和３９年当時に比べ，４１年に１．６倍，４３年１．９倍，４５年2.3倍,４７

年には２．６倍と原藻価格に比べ大きな値上りを見せている。左た，１ｋｇ当り単価も，昭和

４２年以降貝類がテングサを上廻っている。このこともテンクサ漁業から採貝漁業への転

換のひとつの大きな要素とみられる。

6）その他前述した原藻価格の現状の中にあって，陸上作業賃金の大幅な上昇，高賃金で

効率のよい陸上産業（土木建設等）の選択範囲の拡大，近年の箸るしい観光ブームによ

る観光産業（民宿，遊船等）需要の増大，さらには漁業者の減少および老令化等一般経済

事情が複雑にからみ合って，採藻漁業に微妙な影響を及ぼしているものと考えられる。

■

3．テングサ漁業に関連する伊豆諸島漁業の今後の方向（予測）

１）テンクサ漁業の実態と一般経済事情および原藻価格の現状等から考えて，今後の伊豆諸

島におけるテングサ漁業転換の方向について，３つの予測を行云った。

（１）採貝漁業（栽培漁業）ヘの移行（漁獲対象物の転換）

貝類種苗生産技術の確立，組合経営による種苗育成施設の充実と相まって，栽培漁業

としての採貝漁業の発展か期待できる｡すなわ危テンクサ資源を貝類育成のための餌料と

して活用する。

（２）漁船漁業への転換

神津島漁協の例に見られるように，建切網や寄せ網等を含めた漁船漁業への転換は，

漁船漁業とテングサ漁業を兼業している漁業者には容易である。

（３）テンクサ漁業の合理化

従来の流動的テンクサ採取者が専業化，固定化されつつあるので，これに合せて採取，

晒，干燥，荷作り等の一連の機械化により生産コストを下げる。いわゆる技術的経営合

理化によるテングサ漁業の安定も良策である。

２）テンクサという一大天然資源に恵まれ，かつ原藻需要そのものが低下していない現在，

また，産業職種の少ない収入源のとぼしい島しょ地域にあっては，テンクサは島しょ漁業

Ｐ
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から切り離しては考えられない。従って今後は，(1)と競合のないかたちで(3)に述べたよう

な漁業形態として発展させるべく検討かなされなければならない。
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Ⅶ参考資料

１．伊豆諸島における漁業就業者数と年令別漁業就業者数

》
壁
》
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両姥）０ ５０

図２０年令月Ｉ漁業就業者数（男子）

（註）関東農政局統計調査資料より作成■■
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図１９漁業就業者数の推移

（昭和３８年＝100）

（註）図説東京都の漁業より転写

４０

４４

関東農政局統計調査部の調べ

によると，昭和４５年の漁業就図２１伊豆諸島の産業別構成（就業人口）
（註）図説東京都の漁業より転写

業者数は１，９００人であり，１５

～５９歳か若干増加したとはい公務観光その他農林水産業

圃□囲うものの総数では減少傾向を示

している（図１９）。

一方，男子漁業就業者の年今別構成を見ると，昭和３８年当時１５～３９歳が主体をたし

ていたものか，昭和４５年には４０～５９歳か主体を占め，高令化現象がみられる（図２０）。

,

①

2．伊豆諸島の産業別構成

昭和３０年の伊豆諸島における総就業人口に対する農林水産業の就業人口は６３％であっ

たが，年点減少をたどり４４年には３０％となり，観光その他の産業が５５％と主体を左
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し，産業別就業人口比に大きな変化があらわれている（図２１）。

3．テンクサ干燥作業人夫賃の推移

大島泉津漁協におけるテンクサ干

燥作業人夫賃の推移を，昭和３９年

を基準年としてみると図２２のとお

りで年点上昇している。昭和４６年

には女子で１日，１，２００円に上昇

したがなおかつ，土木関係や観光産

業へと人手が流出している。 勺

4．伊豆諸島における民宿の推移

図２３から大島，新島，弍根島，

神津島におけるその推移を見ると，

昭和３８年４島合せて１０戸であっ

たものが４２年にはｑ２戸Ⅲ４３年

には324戸と急増し，以後毎年２０

戸以上の増加を示している。これは

毎年増加する観光客によって宿泊需

要が増大したことによるものである。

このうち，夏季観光客の受入れを

主体とした季節民宿について，昭和

４４年と４６年の戸数を見ると表５

のとおりである。

島別に昭和４６年の全世帯に対す

る季節民宿の営業割合を大島支庁の

調べによって見ると，大島０．６３％

（24戸く3824戸)，新島15.9

％（１２４戸／７８２戸），弍根島

41.0%(84戸／２０５戸）!神津島

）

図２２テンクサ干燥作業人夫賃の推移（大島

泉津漁魁昭和３９年＝１００）

（註）泉津漁協資料に基づき作成，男子は

４２年以降月給とたった

Ｐ

、

図２５民宿戸数の推移

（註）大島支庁事業年報，管内概要より作

成，大島，新島，式根島，神津島の
合計戸数である
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表５季節民宿戸数２７．７％（１４９戸／５３８戸）と

なり，式根島では全世帯の半数

近くが営業していることになる。

蚤た，昭和４８年（５月１日

現在）の大島における民宿戸数

は１２４戸で，このうち２０戸

（１６．１％）がテンクサ採取を行

なっていたか，現在では僅か５

戸（4.0％）が兼業しているだ

(戸）

島％

(註）東京都大鳥支庁「管内の観光」（47年度）

および「観光白書」（45年度）よｂ

けである。
Ｖ

－２３－



伊豆諸島におけるテンクサ漁業の最近

の動向について

東京都総務局総務部文書課登録

印刷物規格表第２類

印刷物番号（４８）３６８２

印刷昭和４９年３月３１日

発行昭和４９年３月３１日

編集東京都水産試験場技術管理部

電話（６００）２８７３

発行東京都水産試験場

（〒１２５）東京都葛飾区水元小合町３３７４番地

印刷所東京都同胞援護会事業局

電話（０３）（６００）２８７１～３


